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In 2008, Japan met its population’s peak and entered an era of population decline. There are residential areas 
that were developed with population increase now suffers from population decline and an aging society. This 
problem has led to an increasing number of vacant houses and vacancies which finally brings us to a lack of both 
crime and disaster prevention. As an index of city vitality, it would be important for each city to maintain its 
population. It would be considered effective for each city to understand population recovering districts to adapt 
population influx and outflow. 
This study aimed to understand actual land use status and acquire data to adapt population influx and outflow. 
As results, (1)There were 31 population recovering districts within 2000m range from railway stations. 
(2)Population recovering districts dotted the metropolitan area, so there was no relationship between population 
recovering districts and distance zone and Densely Inhabited District and 400m range from railway stations and 
Zone Sector. (3)There was a population recovering district in area where transportation is inconvenient. It 
obtained interesting results from actual land use status of the districts. (4)In population recovering districts, we 
obtained interesting results of actual land use status of land that has been modified to hold more than one single 
house after dividing ground, and apartment house construction. Therefore, population recovering districts have 
large enough area that would be divide ground. 



















































































































































人口増加 人口減少 人口増加 人口減少
町丁目数 町丁目数 町丁目割合(%) 町丁目割合(%)
東京都 3,280 1,854 62.36% 35.25%
神奈川県 1,913 1,605 45.74% 38.38%
千葉県 1,602 1,885 42.06% 49.49%
埼玉県 1,874 1,971 44.62% 46.93%
合計 8,669 7,315 49.68% 41.92%
地区
表１ 首都圏の人口増減町丁目割合 
人口増加 人口減少 人口増加 人口減少
町丁目数 町丁目数 町丁目割合(%) 町丁目割合(%)
東京都 3,241 1,803 62.86% 34.97%
神奈川県 1,881 1,571 46.28% 38.66%
千葉県 1,411 1,310 49.22% 45.69%
埼玉県 1,568 1,498 48.22% 46.06%
合計 8,101 6,182 52.81% 40.30%
地区
表２ 首都圏の人口増減町丁目割合(DID内) 
人口増加 人口減少 人口増加 人口減少
町丁目数 町丁目数 町丁目割合(%) 町丁目割合(%)
東京都 1,972 1,052 64.74% 34.54%
神奈川県 963 633 53.89% 35.42%
千葉県 685 492 54.24% 38.95%
埼玉県 539 411 51.04% 38.92%
合計 4,159 2,588 58.15% 36.19%
地区
表４ 首都圏の人口増減町丁目割合(駅 400m圏内) 
人口増加 人口減少 人口増加 人口減少
町丁目数 町丁目数 町丁目割合(%) 町丁目割合(%)
東京都 3,230 1,810 62.63% 35.10%
神奈川県 1,844 1,503 47.10% 38.39%
千葉県 1,500 1,581 44.71% 47.12%
埼玉県 1,680 1,667 46.38% 46.02%
合計 8,254 6,561 51.43% 40.88%
地区





























図６ 対象 34地区 




















めに，ゼンリン住宅地図の 2 時点分(2005 年，2010 年)の
土地利用の推移を定義し(表８)，分類したものである． 
推移把握方法は，土地利用現況図(3時点)と土地利用推
都道府県 市・特別区 区・郡・町村 町丁目
1 東京都 港区 － 元麻布2丁目
2 東京都 港区 － 元麻布3丁目
3 東京都 目黒区 － 上目黒4丁目
4 東京都 世田谷区 － 池尻1丁目
5 東京都 足立区 － 中川5丁目
6 東京都 青梅市 － 西分町3丁目
7 東京都 青梅市 － 末広町1丁目
8 東京都 青梅市 － 新町9丁目
9 東京都 日野市 － 旭が丘3丁目
10 東京都 日野市 － 大坂上4丁目
11 東京都 日野市 － 三沢1丁目
12 東京都 清瀬市 － 下清戸3丁目
13 東京都 多摩市 － 落合6丁目
14 神奈川県 横浜市 南区 新川町1丁目
15 神奈川県 横浜市 南区 前里町2丁目
16 神奈川県 横浜市 磯子区 滝頭2丁目
17 神奈川県 横浜市 瀬谷区 阿久和南2丁目
18 神奈川県 横須賀市 － 船越町1丁目
19 神奈川県 厚木市 － 妻田西2丁目
20 神奈川県 大和市 － つきみ野3丁目
21 神奈川県 大和市 － 柳橋1丁目
22 神奈川県 大和市 － 福田1丁目
23 神奈川県 伊勢原市 － 高森台3丁目
24 千葉県 千葉市 中央区 亥鼻2丁目
25 千葉県 市川市 － 大和田1丁目
26 千葉県 松戸市 － 大金平2丁目
27 千葉県 市原市 － 君塚4丁目
28 千葉県 市原市 － 山田橋1丁目
29 千葉県 市原市 － 若宮7丁目
30 千葉県 八千代市 － 八千代台北4丁目
31 千葉県 富津市 － 鶴岡
32 埼玉県 川口市 － 東領家5丁目
33 埼玉県 東松山市 － 大黒部
34 埼玉県 上尾市 － 中分3丁目
2000年 ～ 2005年 2005年 ～ 2010年
増減 減　少　(－) 増　加　(＋)
増減割合(%) -20.0 ~ -1.0 1.0 ~ 20.0
増減 減　少　(－)






















































































































戸建住宅 341 335 347 64.1%
共同住宅 44 45 43 7.9%
建設中 0 0 6 1.1%
空き家 29 45 35 6.5%
駐車場・低未利用地 32 31 37 6.8%
公園・緑地 1 1 1 0.2%
店舗併用宅地 87 69 55 10.2%
商業業務施設 8 7 4 0.7%
商業業務用地 0 0 0 0.0%
文化厚生施設 10 10 9 1.7%
文化厚生用地 4 4 4 0.7%























 距 離 
皇居を中心に 10kmごとに分け，距離帯を把握する．



















































































 推 移 
土地利用の推移把握に用いた指標をまとめたもの． 
・5：増  加 ＋5以上 
・4：微  増 ＋1 ～＋4 
・3：変化なし ±0 
・2：微  減 －1 ～－4 













































都道府県 市・特別区 区・郡・町村 町丁目 距離(km) DID時期 400m 2000m ゾーン・セクター
1 東京都 港区 元麻布2丁目 10 1960年 － ○ 0
2 東京都 港区 元麻布3丁目 10 1960年 － ○ 0
3 東京都 目黒区 上目黒4丁目 10 1960年 △ ○ 0
4 東京都 世田谷区 池尻1丁目 10 1960年 － ○ 0
5 東京都 足立区 中川5丁目 20 1960年 － ○ 0
6 東京都 青梅市 西分町3丁目 50 1960年 － ○ B-2
7 東京都 青梅市 末広町1丁目 50 1980年 － ○ B-2
8 東京都 青梅市 新町9丁目 50 -1995 － ○ B-2
9 東京都 日野市 旭が丘3丁目 40 1970年 － ○ B-2
10 東京都 日野市 大坂上4丁目 40 1960年 － ○ B-2
11 東京都 日野市 三沢1丁目 40 1975年 △ ○ B-2
12 東京都 清瀬市 下清戸3丁目 30 － － － C-1
13 東京都 多摩市 落合6丁目 40 1985年 － ○ A-2
14 神奈川県 横浜市 南区 新川町1丁目 40 1960年 ○ ○ A-1
15 神奈川県 横浜市 南区 前里町2丁目 30 1960年 ○ ○ A-1
16 神奈川県 横浜市 磯子区 滝頭2丁目 40 1960年 － ○ A-2
17 神奈川県 横浜市 瀬谷区 阿久和南2丁目 40 1975年 － ○ A-2
18 神奈川県 横須賀市 船越町1丁目 50 1960年 △ ○ A-2
19 神奈川県 厚木市 妻田西2丁目 50 1975年 － － A-2
20 神奈川県 大和市 つきみ野3丁目 40 1975年 △ ○ A-2
21 神奈川県 大和市 柳橋1丁目 40 1965年 － ○ A-2
22 神奈川県 大和市 福田1丁目 40 1970年 ○ ○ A-2
23 神奈川県 伊勢原市 高森台3丁目 50 1985年 － ○ A-2
24 千葉県 千葉市 中央区 亥鼻2丁目 40 1960年 △ ○ F-2
25 千葉県 市川市 大和田1丁目 20 1965年 － ○ F-1
26 千葉県 松戸市 大金平2丁目 30 1975年 － ○ E-1
27 千葉県 市原市 君塚4丁目 40 1985年 － ○ F-2
28 千葉県 市原市 山田橋1丁目 40 1990年 － △ F-2
29 千葉県 市原市 若宮7丁目 40 1975年 － ○ F-2
30 千葉県 八千代市 八千代台北4丁目 40 1965年 － ○ F-2
31 千葉県 富津市 鶴岡 50 － △ △ -
32 埼玉県 川口市 東領家5丁目 20 1970年 － ○ C-1
33 埼玉県 東松山市 大黒部 50 － － ○ C-2
34 埼玉県 上尾市 中分3丁目 40 － － － C-2  
 
表１２ 有意性と複数戸建住宅・共同住宅建設 
都道府県 市・特別区 区・郡・町村 町丁目 有意性 複数戸建住宅建設 共同住宅建設
1 東京都 港区 － 元麻布2丁目 ○ ○ ○
2 東京都 港区 － 元麻布3丁目 ○ － ○
3 東京都 目黒区 － 上目黒4丁目 ○ ○ ○
5 東京都 足立区 － 中川5丁目 ○ ○ －
6 東京都 青梅市 － 西分町3丁目 ○ ○ －
8 東京都 青梅市 － 新町9丁目 ○ － ○
9 東京都 日野市 － 旭が丘3丁目 ○ ○ ○
10 東京都 日野市 － 大坂上4丁目 ○ ○ －
11 東京都 日野市 － 三沢1丁目 ○ ○ ○
13 東京都 多摩市 － 落合6丁目 ○ － ○
16 神奈川県 横浜市 磯子区 滝頭2丁目 ○ ○ ○
18 神奈川県 横須賀市 － 船越町1丁目 ○ ○ ○
19 神奈川県 厚木市 － 妻田西2丁目 ○ ○ ○
20 神奈川県 大和市 － つきみ野3丁目 ○ ○ ○
21 神奈川県 大和市 － 柳橋1丁目 ○ ○ ○
22 神奈川県 大和市 － 福田1丁目 ○ ○ －
23 神奈川県 伊勢原市 － 高森台3丁目 ○ ○ －
24 千葉県 千葉市 中央区 亥鼻2丁目 ○ ○ －
25 千葉県 市川市 － 大和田1丁目 ○ ○ ○
26 千葉県 松戸市 － 大金平2丁目 ○ ○ ○
28 千葉県 市原市 － 山田橋1丁目 ○ － －
30 千葉県 八千代市 － 八千代台北4丁目 ○ ○ ○
32 埼玉県 川口市 － 東領家5丁目 ○ ○ ○
4 東京都 世田谷区 － 池尻1丁目 － － －
7 東京都 青梅市 － 末広町1丁目 － － －
12 東京都 清瀬市 － 下清戸3丁目 － － －
14 神奈川県 横浜市 南区 新川町1丁目 － － －
15 神奈川県 横浜市 南区 前里町2丁目 － － －
17 神奈川県 横浜市 瀬谷区 阿久和南2丁目 － － －
27 千葉県 市原市 － 君塚4丁目 － － ○
29 千葉県 市原市 － 若宮7丁目 － － －
31 千葉県 富津市 － 鶴岡 － － －
33 埼玉県 東松山市 － 大黒部 － － －
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